
プロポーザル実施要領 

市内店舗キャッシュレスポイント還元事業支援業務委託 

公募型プロポーザル実施要領 

 

 

１ 業務概要 

 (1) 業務の名称 

  市内店舗キャッシュレスポイント還元事業支援業務委託 

 (2) 目的 

  事業者・消費者双方のキャッシュレス化推進を後押しすると同時に、市内での消費喚起によ

る地域経済の回復を目的とし、キャッシュレス決済にかかるポイント還元を実施する。 

 (3) 業務内容 

  宝塚市内の中小・小規模事業者を中心に事業の参加店舗とし、消費者がＱＲコード決済な

どの電子的なキャッシュレス決済を通じて得たポイントを還元する事業を実施する。 

事業を実施するにあたり、キャッシュレス決済事業者との各種調整及びポイント還元部分の

補助額の予算進捗管理などの事務局運営を委託するもの。 

 (4) 業務期間 

  契約締結日 から 令和 6 年(2024 年) 8 月 31 日 まで 

   

２ 提案限度額 

 4,000,000 円(消費税及び地方消費税を含む) 

 なお、見積価格が提案限度額を超過した場合は、失格とする。 

※ただし、キャンペーン手数料、運営費、ペイメント利用料が発生する場合は上記金額に含まず、

別途支払う。 

   

３ 業務に関する基本的事項 

 (1) 提案者に求める資格 

   本業務に関する十分な履行能力を判断するため、提案者は以下の事項をすべて満たして

いることを募集の要件とする。 

  (ｱ) 法人格を有している者であること。 

  (ｲ) 宝塚市指名停止基準に基づく指名停止措置を受けていないこと。 

  (ｳ) 地方自治法施行令第 167 条の 4 の規定に該当していないこと。 

  (ｴ) 宝塚市暴力団の排除の推進に関する条例（平成 24 年条例第 6 号。以下「暴力団排除条例」とい

う。）第 2 条第 3 号に該当しないこと。 

  (ｵ) 会社更生法(平成 14 年法律第 154 号)に基づく再生手続き開始の申立てをしている者、また

は、民事再生法(平成 11 年法律第 225 号)に基づく再生手続き開始の申立てをしている者で

ないこと。 

  (ｶ) 破産法(平成 16 年法律第 75 号)に基づく再生手続開始の申立てをしている者でないこと。 

  (ｷ) 政治団体、宗教団体又はそれに類する団体でないこと。 

  (ｸ) 国税及び地方税を滞納している者でないこと。 
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 (2) 応募に際して提案者に求める条件 

  提案者は、本業務委託契約に付随する、委託者とキャッシュレス決済事業者及び提案者間

において必要な契約等の締結がある場合、その調整を行うこと。また、これに該当する契約が

ある場合、審査会において説明を行うこと。 

 (3) 業務の再委託 

  包括的な業務の再委託については認めない。個別の業務の再委託については、事前に委

託者と協議を行うこと。 

 (4) 秘密保持義務 

  業務に従事している者は、業務に際して知り得た秘密を他に漏らし、又は自己の利益のた

めに利用してはならない。また、本業務が終了した後においても同様とする。 

 (5) 個人情報の保護 

  個人情報を適切に管理・保護するために必要な措置を講じること。 

 (6) 情報公開 

  業務に関して保有する情報の公開について必要な措置を講じること。 

   

４ 企画提案書の作成 

 以下の項目について、企画提案書を作成すること。 

※企画提案書の様式等は、日本工業規格 A4 サイズとする。 

 (1) 事業の実施方針（様式第 2 号） 

また、本業務委託仕様書に沿って、事業実施に伴うシミュレーションを提示すること。 

 (2) 見積書（様式第 3 号） 

  ※今回の委託業務に係る経費の内訳（任意様式）も提出すること。 

 (3) 過去の同様の業務実績（様式第 4 号） 

   

５ 提案書類の提出 

 (1) 提出期限 

   令和 6 年(2024 年) 3 月 8 日(金) 午後 5 時まで（必着） 

 (2) 提出書類 

  (ｱ) 参加申請書（様式第 1 号） 

  (ｲ) 企画提案書（様式第 2 号） 

  (ｳ) 見積書（様式第 3 号） 

  (ｴ) 経費の内訳（任意様式） 

  (ｵ) 過去の業務実績（様式第 4 号） 

  (ｶ) 誓約書（様式第 5 号） 

  宝塚市入札参加資格者名簿に登載されていない場合は、上記に加えて、次の書類を提出す

ること。 

  (ｷ) 登記事項証明書 

  (ｸ) 「法人税」「消費税・地方消費税」の納税証明書 

  (ｹ) 宝塚市に事業所を有する場合、法人市民税、固定資産税の直近１年間の納税証明書 

  ※ただし、上記資料の他に追加資料の提出を求める場合があります。 
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 (3) 提出部数 

  (ｱ)～(ｹ) 原本各1部、写し8部 

 (4) 提出方法 

  持参または郵送、もしくは電子データとする。 

  ※郵送の場合は、レターパックなどの追跡サービスが利用できる方法とし、期限までに到着

するよう発送すること。または、メールにて行うこと。（必ず着信確認を行うこと。） 

 (5) 提出先 

   宝塚市 産業文化部 産業振興室 商工勤労課 

   〒665-8665 宝塚市東洋町 1 番 1 号 

   電話 ： 0797-77-2011 FAX ： 0797-77-2171 

   e-mail ： m-takarazuka0066@city.takarazuka.lg.jp 

 (6) 質疑の受付 

  本要領に関する質疑は文書（様式任意）によること。 

受付期間は、令和 6 年 2 月 29 日(木)正午までに持参、FAX またはメールにて行うこと。（必

ず着信確認を行うこと） 

 (7) 質疑の回答 

  令和 6 年 3 月 4 日（月）午後１時以降に、すべての質問及び回答について、宝塚市ホーム

ページに掲載する。 

 (8) 提案書等の変更の禁止等 

  提出期限後において、提案書等の内容を変更することはできない。また、提案書等に虚偽

の記載があった場合は、失格とする。 

 (9) 重複提案の禁止 

  提案は１団体につき１つとする。複数の提案は認めない。ただし、複数の団体による１つの

提案は可能とする。 

 (10) ヒアリングの実施 

  委託者が必要と認める場合は、提案書等の提出後に提案者に対してヒアリングを実施する。 

 (11) 費用の負担 

  提案に関する費用は、全て提案者の負担とする。 

 (12) 提案の辞退 

  提案書等の提出後、提案を辞退する場合は、辞退届（様式任意）を提出すること。 

 (13) 資料の取り扱い 

  委託者が提供する資料は提案に関わる検討以外の目的で使用することを禁じる。また、こ

の検討の目的の範囲内であっても、委託者の了承を得ることなく第三者に対して、これを使用

させること、又は内容を提示することを禁じる。 

   

６ 審査方法 

 (1) プロポーザル審査会 

  提出された企画提案書等の書類審査及び企画提案についてのプレゼンテーション及びヒ

アリング等を適宜行い、下記 ７ で示す審査基準に基づいて採点を行う。 

なお、当該審査会は提案者が１者のみであっても審査を実施する。審査会の日時、場所等
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の詳細は、提案書等受付締切り後、各提案者に通知を行う。 

 (2) 審査結果について 

  審査結果は、提案者全員に書面にて通知を行う。 

   

７ 審査基準 

 審査に関する評価項目は以下のとおりとする。 

  審査項目 審査事項 配点 

  
全体評価 

仕様書を的確にふまえ、明確かつ具体的に提案されているか。

また、事業の目的に関する理解と知識が十分にあるか。 
20 点 

  
業務の内容 

実施方法が具体的で、かつ幅広い事業者を対象として、目的を

達成できる事業内容となっているか。また、効率的であるか。 
30 点 

  
実施体制 

仕様書に定められた業務を安定的かつ、的確、迅速、誠実に実

施することができる十分な実施体制であるか。 
20 点 

  
業務実績 

同種の業務実績が豊富にあり、業務遂行能力があるか。また、

過去の実務実績が効果的かつ魅力的なものであるか。 
20 点 

  
受託希望金額 

配分点（10 点） × 最低見積価格 ÷ 見積価格 

（計算結果は小数点以下切捨てとする） 
10 点 

  合計 100 点 

   

８ 受託候補者の特定 

 受託候補者は、以下のとおり選定を行う。 

 (1) 評価委員の採点合計点数が、満点の 6 割以上のものの中から高い順に受託候補者および

次順位者（補欠）を特定する。 

 (2) 採点合計点数が複数の提案者で同点となった場合、再議のうえ委員の多数決により決定

するものとする。なお、同数の場合は委員長が決することとする。 

９ 契約 

 (1) 受託譲歩者が特定された場合には、速やかに随意契約の手続きを行うものとし、改めて見

積書を提出するものとする。委託者が必要と判断した場合は、企画提案の内容について協議

を行うことがある。 

 (2) 選定された受託候補者との契約が成立しなかった場合は、次順位者と協議を行い、契約相

手方を決定する。（プロポーザルへの参加者が 1 者の場合を除く。） 

 (3) 受託候補者が、この要項に定める事項に反した場合は、契約を締結しないことがある。 

   

１０ 実施に関するスケジュール 

 (1) 募集開始（公示） 令和 6年（2024 年）2月 22 日 （木） 

 (2) 質疑受付締切り 令和 6年（2024 年）2月 29 日 （木） 正午まで 

 (3) 質疑回答 令和 6年（2024 年）3月 4日 （月） 午後 1時から 

 (4) 提案書等受付締切り 令和 6年（2024 年）3月 8日 （金） 午後 5時まで 

 (5) プレゼンテーション審査会 令和 6年（2024 年）3月 14 日 （木） 午前を予定 
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 (6) 結果通知 令和 6年（2024 年）3月 15 日 （金）予定 

 (7) 契約締結 令和 6年（2024 年）4月初旬 予定 

    

１１ その他留意事項 

 (1) 提出期限後の提案書等の内容を変更すること、再提出は認めない。 

 (2) 提出書類に虚偽の記載をした場合は、当該書類を失格とする。 

 (3) 提出書類は返還しない。委託者は、プロポーザル以外の用途には提案者に無断で使用 

しない。 

 (4) 書類の作成、提出及びその説明にかかる費用は提案者の負担とする。 

 (5) 公募手続きにおいて使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

 (6) 契約を締結する際に、暴力団排除条例第 7 条及び宝塚市等の事務等からの暴力団の排

除の推進に関する要綱第 3 条第 3 号に基づく誓約書を提出すること。 

 (7) 宝塚市情報公開条例第 6 条第 1 項に基づく公開請求があった場合は、原則として公開の

対象文書となる。ただし、公開により、その者の権利、競争上の地位その他利益を害すると認

められる情報は非公開となる場合がある。 

なお、本プロポーザルの受託候補者選定前において、決定に影響が出るおそれのある情

報については、決定後の公開とする。 

   

１２ 担当部署（問い合わせ先） 

 宝塚市 産業文化部 産業振興室 商工勤労課 

 〒665-8665 宝塚市東洋町 1 番 1 号 

  ℡ 0797-77-2011（直通）  Fax 0797-77-2171 

 


